
東京の平成３７年の地域包括

平成37年を目途に、東京の地域包括ケアシステムの構築を目指す

東京都高齢者保健福祉計画（平成 27年度～平成29年度）概要

■　計画の概要
◯　「老人福祉計画」と「介護保険事業支援計画」を一体的に策定

◯　平成27年度から平成29年度までの3か年の計画

◯　「団塊の世代」が75歳以上となる平成37年を見据えた計画

■　東京の地域包括ケアシステムの姿

■　計画の理念
◯　「高齢者の自立と尊厳を支える社会」の実現

介護サービス基盤の整備 　▶▶ 5 ページ
～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～

在宅療養の推進 　▶▶ 9 ページ
～医療と介護の連携強化による24時間の安心を目指して～

認知症対策の総合的な推進 　▶▶ 11ページ
～認知症になっても安心して暮らせる東京を目指して～

介護人材対策の推進 　▶▶ 13ページ
～質の高い介護サービスを安定的に提供するために～

高齢者の住まいの確保 　▶▶ 15ページ
～多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように～

介護予防の推進と支え合う地域づくり 　▶▶ 17ページ
～「支えられる存在」から「地域を自ら支える存在」へ～

◯　「誰もが住み慣れた地域で暮らし、支え合う社会」の実現

◯　確かな「安心」を次世代に継承

■　重点分野
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②

③

④

⑤

①
高度急性期医療から在宅介護までの一連のサービス提供者間のネットワークが構築

され、医療と介護の両方が必要になっても在宅生活が継続できます。

様々な地域資源を活用して認知症高齢者が安心して暮らせるネットワークが構築さ
れています。

多くの人が介護の仕事に就くことを希望し、常にスキルアップを図り、やりがいを持っ
て介護の職場で働き続けることができるキャリアパスの仕組みが構築されています。

地域社会の担い手として元気高齢者などの多様な主体が参加し、高齢者が住み慣れ
た地域で支え合いながら安心して暮らすことができます。

高齢者の生活を支えるため、適切な住まいが確保され、在宅サービスと施設サービ
スなどの介護サービス基盤がバランスよく整備されています。
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（万世帯）

推計

その他の一般世帯

高齢夫婦世帯

前期高齢者単独世帯

後期高齢者単独世帯

東京の高齢者を取り巻く状況 （本文　第1部 第2章　東京の高齢者を取り巻く状況）

■　高齢化の進行・高齢者世帯数の推移 ■　認知症高齢者の状況

＜人口の推計＞

＜世帯数の推移＞

＜高齢者人口の推移＞

＜認知症高齢者数及び認知症高齢者の日常生活自立度の推移＞
※　認知症高齢者の日常生活自立度

○　平成 22 年の 65 歳以上の高齢者人口は、約 264 万人であり、総人口に占める割合は 20.4％
○　高齢者人口は、今後も増加が続き、平成 37 年には約 332 万人（高齢化率は 25.2%）、平成 47 年には約
377 万人（高齢化率は 29.8%）に達する見込み
○　平成 22 年は前期高齢者（65 歳から 74 歳まで）が約 143 万人、後期高齢者（75 歳以上）が約 122 万人。
今後は後期高齢者が大幅に増加し、平成 32 年には前期高齢者を上回る見込み

○　高齢者単独世帯及び高齢夫婦世帯は、一貫して増加傾向。とりわけ、後期高齢者単独世帯が大幅に増
えると予測

○　都内の要介護（要支援）認定を受けている高齢者のうち、何らかの認知症の症状を有する人（認知症
高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）は年々増加傾向
○　平成 25 年 11 月現在では約 37.8 万人となっており、65 歳以上人口に占める割合は 13.7％

■　要介護認定者数・年齢別の要介護認定率

＜要介護認定者数と要介護認定率の推移＞

＜年齢別の要介護認定率と要介護4・5の認定者に占める後期高齢者の割合＞

○　高齢者人口の増加や介護保険制度の浸透に伴い、要介護（要支援）認定者数は増加
○　平成 26 年 4 月末時点では、第 1号被保険者の約 6人に 1人が要介護（要支援）認定を受けている

○　後期高齢者の要介護認定率は、前期高齢者の約 6.9 倍
○　重度の要介護認定者のうち 9割近くは後期高齢者

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致し
　 ない場合がある。
資料：総務省「国勢調査」［昭和55年から平成22年まで］
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
　　　（全国）」（平成24年 1月）［平成27年から平成47年まで］
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人
　　　口」（平成25年 3月）［平成27年から平成47年まで］

（注）1万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致し
　 ない場合がある。
資料：総務省「国勢調査」［平成7年から平成22年まで］ 
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口
　　　（全国）」（平成24年 1月）［平成27年から平成47年まで］
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推
　　　計人口」（平成25年 3月）［平成27年から平成47年まで］

資料：総務省「国勢調査」［平成7年から平成22年まで］
　　　国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」
　　　（平成26年 4月）［平成27年から平成47年まで］

資料：東京都福祉保健局
　 　　 「介護保険事業状況
         報告（月報）」

資料：東京都福祉保健局「介護保険事業状況報告（月報）」
　　　（平成26年 4月分）

資料：東京都福祉保健局高齢社会対策部「要
         介護者数・認知症高齢者数等の分布調
         査」（平成 20年 8月・平成23年 1
　　　月・平成25年 11月）

自立

Ⅰ

Ⅱ（a、b）

Ⅲ（a、b）

Ⅳ

M

日常生活自立度ⅠからＭに該当しない（認知症

を有さない）方

著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な身

体疾患が見られ、専門医療を必要とする。

日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護
を必要とする。

日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とす
る。（a=日中を中心　ｂ＝夜間を中心）

日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが
注意していれば自立できる。（a=家庭外で
ｂ＝家庭内でも）

何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内

及び社会的にほぼ自立している。

3 4



重点分野
⑴　介護サービス基盤の整備

～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～
（本文　第2部 第1章　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営）

介護サービス量の見込み

居宅サービス（居住系サービスを除く。）量の見込み

地域密着型サービス（施設・居住系サービスを除く。）量の見込み○　平成 27 年度から平成 29 年度まで、平成 32 年度及び平成 37 年度の見込みの数値は、都内各保険者（区
市町村）が、介護保険事業計画策定のために推計した介護給付等対象サービス量又は利用者数の見込み
を集計したものです。
○　サービス種類ごとの見込量は、過去のサービス利用の実績を基に、今後の利用意向・要介護（要支援）
認定者数の見込み・日常生活圏域ニーズ調査・地域包括ケアシステムの構築に向け第 6 期計画期間中に
保険者が行う取組の効果等を勘案し、推計しています。

○　平成 37 年度の居宅サービス（居住系サービスを除く。）量は、平成 25 年度と比較した場合に、訪問
介護で約 1.5 倍、短期入所サービスで約 1.9 倍へと増加することが見込まれます。また、訪問看護や訪問
リハビリテーションといった医療系サービスについても、大幅な増加が見込まれます。

○　平成 37 年度の地域密着型サービス（施設・居住系サービスを除く。）量は、平成 25 年度と比較した
場合に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護で約 8.3 倍、小規模多機能型居宅介護で約 3.4 倍、看護小規
模多機能型居宅介護で約 27.5 倍へと大幅に増加することが見込まれます。

施設・居住系サービス利用者数の見込み

○　平成 37 年度の施設・居住系サービス利用者数は、平成 25 年度と比較した場合に、介護老人福祉施設
及び介護老人保健施設でともに約 1.5 倍、認知症対応型共同生活介護で約 1.9 倍へと増加することが見込
まれます。
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保育所・特養等の
福祉インフラの整備

地域特性等に応じ、道
路・公園の整備促進、
防災力の強化、にぎわ
い施設の導入等の実現
にも活用

重点分野
⑴　介護サービス基盤の整備

～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～
（本文　第2部 第1章　介護サービス基盤の整備と円滑・適正な制度運営）

介護サービス基盤の整備

地域密着型サービスの整備

介護老人保健施設の整備

○　特別養護老人ホームの入所申込みをしている人は約 4 万 3 千人（平成 25 年 11 月）
いますが、入所の必要性については、介護の必要の程度、介護者の有無、他施設への

入所の状況など、その申込者の置かれている環境によって異なります。なお、在宅で要介護 4 又は 5 の
申込者は約 9千人います。
○　都内には高齢者単独世帯を含む高齢者のみの世帯が多く、常時介護を必要とし、在宅生活が困難な高
齢者の生活の場として、特別養護老人ホームを身近な地域に整備することが必要です。
○　高齢者人口に対する特別養護老人ホームの整備率をみると、地価が高く、土地の確保が困難な区部が
1.12％であるのに対し、島しょを除く市町村部は 2.10％と、東京都の中でも地域による施設の偏在が課
題です。

特別養護老人ホームの整備

首都圏の将来を見据えた自治体間連携

現状と課題

○　定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、地域包括ケアシステムの中核的な役割を担
うサービスであり、都内でも積極的に普及させていく必要があります。

○　小規模多機能型居宅介護は、認知症の人を含め高齢者の安心感を確保しながら、住み慣れた地域での
生活を支える有効なサービスとして、都内でも積極的に普及させていく必要があります。
○　都内では、一人暮らし、認知症など見守りが必要な高齢者が増加しています。そのため、認知症高齢
者が家庭的な環境の中で介護や日常生活上の世話を受けることができる認知症高齢者グループホームを
充実する必要があります。

現状と課題

○　特別養護老人ホームの定員を平成 37 年度末までに 6 万人分確保することを目標とし
ます。

○　特別養護老人ホームの整備費補助について、入所を希望する高齢者が住み慣れた地域で施設へ入所で
きるよう、整備が進んでいない地域に設置する場合に増額することなどにより、東京都全体の整備率の
向上を図ります。
○　都市部の限られた土地を有効活用するため、複数の区市町村が共同で利用できる特別養護老人ホーム
の整備を進めます。

施策の方向

○　小規模多機能型居宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム、地域密着型特別養
護老人ホームについて、都独自の支援策により引き続き整備を促進するなど地域密着

型サービスの種類に応じた様々な支援を行います。
○　認知症高齢者グループホームの定員を平成 37 年度末までに 2万人分確保することを目標とします。

施策の方向

＜特別養護老人ホームの整備目標＞

【現状】
平成27年 3月 1日時点

42,006 人分

【目標】
平成37年度末
6万人分

○　急性期の治療後、在宅生活への復帰を目指す要介護高齢者に対し、施設サービス計
画に基づき看護、介護、医療、日常生活上の世話を行う施設として、介護老人保健施

設を身近な地域に整備することが必要です。
○　高齢者人口に対する介護老人保健施設の整備率をみると、地価が高く、土地の確保が困難な区部が
0.61％であるのに対し、島しょを除く市町村部では 0.90％と、東京都の中でも地域による施設の偏在が
課題となっています。

現状と課題

○　介護老人保健施設の定員を平成37年度末までに3万人分確保することを目標とします。
○　介護老人保健施設の整備費補助について、要介護高齢者が住み慣れた地域で施設を

利用できるよう、整備が進んでいない地域に設置する場合に増額することなどにより、東京都全体の整
備率の向上を図ります。

施策の方向

○　東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の一都三県の後期高齢者人口は、平成 22 年の約
315 万人から「団塊の世代」が後期高齢者となる平成 37 年には約 572 万人へと、約

257 万人増加することが見込まれており、全国の増加数の約 3分の 1を占めます。
○　このような状況を踏まえると一都三県（政令指定都市及び中核市を含む。以下同じ。）が協力関係を
築き、各地域の介護サービス等の情報や整備方針、将来像等を共有し、共通認識を持つことにより、一
都三県の住民のニーズを踏まえた適切な体制整備につなげていくことも必要です。

現状と課題

○　介護基盤の整備に当たっては、区市町村が算定するサービス見込量等を踏まえた整備
目標に基づき、都内で整備を進めることを原則としつつ、入所に当たって都県間の移動

が見られることを踏まえ、一都三県が連携・協力を図る方策を検討していきます。
○　また、介護人材の確保に当たっても、都県の枠を超えた介護サービス等の利用・提供や労働力の移動が
あることを踏まえ、一都三県が連携・協力を図る方策を検討していきます。

施策の方向

＜介護老人保健施設の整備目標＞

【現状】
平成27年 3月 1日時点

20,325人分

【目標】
平成37年度末
3万人分

＜認知症高齢者グループホームの整備目標＞

【現状】
平成27年 3月 1日時点

9,425人分

【目標】
平成37年度末
2万人分

○　都では、少子高齢化対策の充実強化を図る上で喫緊の課題となっている福祉サービス基盤の整備を促進
するため、都有地をはじめとする土地の活用方策を広く検討するチームを設置し、関係局により検討を進め、
平成 26 年 7 月に、以下の土地活用方策を取りまと
めました。 さらに、国有地・民有地への賃借料補助
制度を創設し、 特別養護老人ホーム等の整備促進を
図っています。
①　都有地貸付条件の見直し
②　都営住宅・公社住宅の建替えによる
　創出用地活用
③　都市開発諸制度の見直し

〈イメージ図〉都営住宅・公社住宅の
建替えによる創出用地活用

〈コラム〉福祉インフラ整備のための土地活用
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病状の変化 

退院支援 

訪問診療・ 
看護・介護等 

重点分野
⑵　在宅療養の推進

～医療と介護の連携強化による24時間の安心を目指して～
（本文　第2部 第2章　在宅療養の推進）

医療と介護の連携の推進

在宅療養生活への円滑な移行の推進○　医療法の改正により、平成 27 年度以降、都道府県は、地域の医療提供体制の将来の
あるべき姿を示すものとして、地域医療構想を策定し、平成 37 年における医療需要や

目指すべき医療提供体制、それを実現するための施策について盛り込むこととされました。

訪問看護ステーションへの支援

現状と課題

○　東京都保健医療計画及び平成 27 年度に策定する東京都地域医療構想との整合性を確
保し、区市町村とより緊密な連携を図っていきます。

○　区市町村における地域支援事業の円滑な実施に向けた支援を実施し、医療と介護の連携を推進してい
きます。

施策の方向

在宅療養を支える人材の確保・育成
○　在宅医のみならず、地域において医療と介護に関わる多職種の人材や、在宅療養に
おけるコーディネート機能を担う人材の確保・育成が重要です。現状と課題

○　在宅療養を支える人材の確保・育成に向け、医療と介護の連携強化を推進するため
の研修等を実施していきます。施策の方向

在宅療養体制の確保

○　住み慣れた地域でその人らしい充実した人生を全うできるような在宅療養生活を送
ることができる社会を実現する必要があります。そのためには、住民に身近な保健・

医療・福祉サービスを担う区市町村において多職種が連携し、医療と介護サービスを切れ目なく提供す
るためのネットワーク構築及びそのネットワークを円滑に機能させるための取組を行うことが必要です。
○　在宅療養患者の病状変化時等に地域の医療機関が円滑に入院受入れを行うなど、患者・家族等が安心
して在宅療養生活を継続できる体制の確保が必要です。

地域における在宅療養体制の確保

現状と課題

○　地域で生活する高齢者及びその家族の療養生活水準の向上を図るため、住民に最も
身近な行政機関である区市町村の主体的な取組に対する様々な支援をしていきます。

○　在宅医が相互に補完し合いながら、又は、在宅医が訪問看護ステーション等と連携しながら、チーム
として 24 時間の診療体制を確保する取組を支援します。
○　医療と介護の関係者が効果的に情報を共有しながら、連携して在宅療養患者を支える体制を整備する
ため、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した多職種ネットワークの構築を図る取組を支援します。

施策の方向

○　地域の入院医療機関においては、患者が円滑に在宅療養生活へ移行できるよう、入
院早期から退院後の生活を見据えた支援を進める必要があります。

○　在宅療養生活を送る患者の症状変化時等の受入れや、地域の多職種が集まる会議への参加など、地域
の関係者と連携して、在宅療養患者を支える体制を構築することが求められています。

現状と課題

○　入院医療機関が、入院早期から退院後の在宅療養生活を見据え、取り組むべき事項を
段階的にまとめた「東京都退院支援マニュアル」を平成 26 年 3 月に作成しました。引き

続き、マニュアルを活用した入院医療機関における退院支援を進めていきます。
○　地域の救急医療機関において退院支援の取組を実施し、入院患者が円滑に在宅療養生活へ移行できる体
制を構築するとともに、在宅療養患者の病状変化時等の受入体制の充実を図ります。
○　地域の入院医療機関において、医療と介護の連携や在宅移行支援に取り組む体制を強化し、地域包括ケ
アシステムの構築を進めていきます。

施策の方向

○　医療的ケアが必要な要介護高齢者は増加しています。このため、医療と介護の連携を
強化して、利用者の在宅における療養生活を支援していく仕組みづくりが重要になります。

○　訪問看護は、在宅で療養する高齢者の生活を支援する役割を担っています。介護保険制度の施行後、
都内の訪問看護ステーション数は増加しており、平成 26 年 4 月時点では、753 か所となっています。

現状と課題

○　在宅医療、訪問看護、訪問リハビリテーションの連携を強化し、24 時間対応の在宅療
養の支援体制を強化していきます。

○　医療依存度の高い在宅の高齢者に適切に対応できる医療人材の確保に向けた支援を行っていきます。
○　在宅療養支援を推進するため、訪問看護のサービス拠点を増やし、主治医や介護支援専門員、訪問介護
や小規模多機能型居宅介護といった他の介護サービスを実施する事業所とのネットワーク形成などを促進
していきます。
○　地域包括ケアシステムの構築に向けて重要な役割を担う訪問看護サービスの安定的な供給のため、高齢
者の在宅療養を支える訪問看護師の確保・育成・定着を推進していきます。

施策の方向

＜区市町村における在宅療養の推進体制（イメージ図）＞

〈コラム〉地域における在宅療養の取組

○　年を重ね、病気を抱えると、この先ど
うなるのかと不安が募ります。そんな不
安に寄り添い、自分の力を引き出す居場
所として新宿区内にある大規模団地の一
角に「暮らしの保健室」が開設されまし
た。
○　「暮らしの保健室」では、看護師やボ
ランティア（専門職を含む。）が常駐し、
暮らしや健康、医療、介護に関する相談
に、気軽に無料で応じているほか、住民
同士の情報交換や、ぬり絵、手芸、料理
の教室なども行っています。

〈コラム〉病院における退院支援の取組
○　都では、患者が円滑に在宅療養生活へ移行し、住み慣れた地域で安心した生活を送ることができ
るよう、「東京都退院支援マニュアル」を作成しました。
○　マニュアルは、病院が入院早期から退院後の在宅療養生活に向けて取り組むべき事項を段階ごと
にまとめたものとなっており、具体的には、入院から退院後 2 週間までの支援内容を簡潔に明示し
たフロー図を作成し、各時点において活用できる情報収集・アセスメント等のシートや、その活用
方法を盛り込んだ内容となっています。　
○　地域の病院では、「東京都退院支援マニュアル」を活用した退院支援の取組が進められています。
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重点分野
⑶　認知症対策の総合的な推進

～認知症になっても安心して暮らせる東京を目指して～
（本文　第2部 第3章　認知症対策の総合的な推進）

認知症対策の推進
○　都内で要介護（要支援）認定を受けている高齢者のうち、何らかの認知症の症状を
有する人（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ以上）は、平成 25 年 11 月時点で約 38 万

人に上り、平成 37 年には約 60 万人に増加すると推計されています。
○　何らかの認知症の症状を有する人（認知症高齢者の
日常生活自立度Ⅰ以上）の 66.2％が、また、見守り又
は支援の必要な認知症の人（認知症高齢者の日常生活
自立度Ⅱ以上）は｠59.8％が、在宅（居宅）で生活して
います。
○　厚生労働省は、平成 27 年 1 月、「認知症施策推進総
合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域づくりに向け
て～　（新オレンジプラン）」を発表しました。
○　認知症総合支援事業が地域支援事業の包括的支援事
業に位置付けられ、平成 30 年度からは全区市町村で実施することとされました。

現状と課題

○　認知症の人と家族が地域で安心して暮らせるまちづくりを進めるための地域づくり
や、医療と介護の連携による総合的な認知症対策を検討、推進していきます。

○　各区市町村が円滑に「認知症初期集中支援推進事業」及び「認知症地域支援・ケア向上推進事業」を
実施することができるよう、区市町村の状況を踏まえて、各種の施策により必要な支援を行っていきます。

施策の方向

地域連携の推進と専門医療の提供

現状と課題

○　地域の支援体
制を構築するた

め、医療機関相互や医療と介護の
連携の推進役である認知症疾患医
療センターを島しょ地域を除く全
区市町村に設置し、認知症の人が
地域で安心して生活できるよう支
援していきます。
○　認知症の早期発見・診断・対応
を推進するため、都民の認知症へ
の理解を深めるための普及啓発を
行うとともに、認知症支援コー
ディネーターと認知症アウトリー
チチームの取組を進めていきま
す。

○　認知症の人への医療において重要な役割を担うのは、本人の身体疾患の治療状況や
生活環境を把握している地域のかかりつけ医です。このため、都では、これまでかか

りつけ医の認知症対応力の向上を図ることを目的として、東京都医師会と連携し、認知症サポート医の
養成、かかりつけ医認知症対応力向上研修を行ってきており、それぞれの研修修了者は、都内各地域に
わたっていますが、かかりつけ医と専門医療機関の連携体制は、まだ十分に構築されているとは言えま
せん。
○　認知症の人と家族を地域で支える医療体制を構築するために、都は、平成 24 年度に東京都認知症疾
患医療センターとして、二次保健医療圏（島しょ地域を除く。）に 1か所ずつ 12 病院を指定しました。

施策の方向

認知症の人と家族を支える人材の育成
○　認知症の人が住み慣れた地域で暮らし続けるためには、これまでの生活との継続性
の確保が必要であり、全ての介護サービス事業者が、認知症介護の基本を学ぶ必要が

あります。
○　認知症の人の急速な増加に伴い、認知症の医療に精通した医師や看護師の育成が急務となっています。
加えて、地域包括支援センター、介護支援専門員等の認知症対応力の更なる向上が必要です。

現状と課題

○　認知症疾患医療センターが、引き続き地域における認知症医療に係る人材育成にお
いて中心的な役割を担うことで、認知症対応力の向上を図っていきます。

○　地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターに「認知症支援推進センター」を設置して、各認知症
疾患医療センターにおける人材育成の取組を支援するとともに、認知症サポート医フォローアップ研修等
を実施することにより、認知症ケアに携わる医療従事者等の都内全体のレベルアップを図っていきます。

施策の方向

認知症の人と家族を支える地域づくり
○　認知症の人と家族が安心して地域で暮らせるようにするためには、地域住民に認知
症について正しく理解してもらい、地域社会全体で支えることが重要です。

○　認知症に関する正しい知識と理解を持って、地域や職域で認知症の人やその家族を手助けする「認知
症サポーター」も重要な社会資源です。認知症サポーターの活動と見守り等の施策を連動させ、地域の
中で一体的に展開していくことが必要です。
○　近年、社会的関心が高まっている徘徊（はいかい）等を原因とする認知症の人の行方不明についても、
こうした一体的な取組により未然に防止することが重要です。
○　65 歳未満で発症する若年性認知症の人は都内に約 4 千人と推計されています。65 歳以上で何らかの
認知症の症状を有する要介護（要支援）認定者約 38 万人と比較すると非常に少数であり、若年性認知
症の人と家族にとって、経済的課題、ケアを提供する社会資源が少ないといった課題など、高齢期に発
症する認知症とは異なる課題が存在しますが、社会的な対策が遅れています。

現状と課題

○　東京の地域特性を踏まえ、地域の多様な人的資源・社会資源によるネットワークづ
くりを進め、認知症の人と家族を支える地域づくりを支援します。

○　身近な地域で認知症の人と家族を支える認知症サポーターが活躍できる場や復習を兼ねて学習できる
フォローアップの機会の拡大を支援します。
○　徘徊等を原因とする認知症の人の行方不明・身元不明の早期解決を図るため、関係機関との情報共有
の仕組みづくりを推進します。
○　若年性認知症の人を支援する区市町村からの相談に対応するとともに、若年性認知症の人と家族が問
題を抱え込まずに安心して相談でき、必要な支援につなげるためのワンストップ相談窓口を設置します。

施策の方向

＜何らかの認知症の症状のある高齢者の推計＞

＜都における認知症の人と家族の生活を支える医療体制のイメージ図＞

〈コラム〉認知症の人と家族を地域で支える認知症カフェ

○　認知症の人とその家族、地域住民、専門職等が集い、認知症や介
護について語り合う「認知症カフェ」の取組が、都内各地で始まって
います。介護を行っている家族が集い、交流する場は以前からあり
ましたが、最近は認知症疾患医療センターや地区医師会の協力を得
て、交流会への医師や看護師等の医療職の参加、医師による個別相
談会の開催、地域住民との交流など、地域によって様々な取組が行
われています。

＜みんなとオレンジカフェ（港区）
での語らいの様子＞
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重点分野
⑷　介護人材対策の推進

～質の高い介護サービスを安定的に提供するために～
（本文　第2部 第4章　地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成）

介護人材の需給推計

○　都内で必要とされる介護人材の安定した確保・定着・育成に向け、「多様な人材の参
入促進」、「資質の向上」、「労働環境の改善」の視点からの対策を総合的に進めます。

○　「介護キャリア段位制度」を活用し、キャリアパスの導入を促すことで、職員がキャリア・アップを
図れる環境を実現し、専門人材の育成を図るとともに、人材の定着促進につなげる取組を推進します。
○　介護業務の経験がない人に対する職場体験や、介護施設等で働きながらの介護資格取得の支援、潜在
的有資格者の積極的活用など、多様な人材が福祉分野で働くことができるよう、支援します。
○　介護人材を安定的に確保していくため、次世代を担う中学生・高校生等を対象に介護の仕事への興味・
　関心を高める取組を行い、将来の介護人材の裾野を広げていきます。
○　今後増大する福祉ニーズに対応するため、都や関係機関が持つ福祉人材に関する情報を一元的に管理
し、それぞれのライフステージに応じた効果的な情報提供や職業紹介等を行うための仕組みを新たに構
築します。

施策の方向

介護人材対策の推進

〔介護福祉士・社会福祉士〕
○　施設や在宅サービスに従事する介護職員が、働きながら介護福祉士・社会福祉士等

の国家資格の取得に取り組むことを支援し、職員の定着・育成及び介護サービスの質の向上に努めます。
〔介護支援専門員〕
○　介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスとの連携、他の介護支援専門員に対する助言・指
導など、ケアマネジメントを適切かつ円滑に提供するための知識及び技術を修得した主任介護支援専門
員を養成し、その活躍を通じてケアマネジメントの質の向上を図ります。

〔介護職員等〕
○　介護職員を対象に、医療的知識に関する研修を実施し、適切なサービス提供を促進します。
○　介護保険施設等の人材育成やスキルアップ支援、職場課題の解決・改善の取組を支援します。

施策の方向

〈コラム〉介護ロボットの実用化に向けた取組
○　｢日本再興戦略（平成 25 年 6 月閣議決定）｣において、介護ロボット産業の活性
化が盛り込まれ、平成 26 年度から、高齢者や障害者の自立を支援し、介護労働
者の負担軽減を図ることができる実用性の高い介護ロボットの開発を加速させる
｢ロボット介護機器開発5ヵ年計画｣が開始されました。
○　厚生労働省と経済産業省は、介護現場の課題を集約した、5 分野 8 項目を重点
分野として定め、ロボット介護機器の開発及び導入支援に関する取組を推進して
います。
○　墨田区の特別養護老人ホーム「なりひらホーム」では、移乗介助、移動支援等
の介護ロボットを導入し、要介護者の自立支援促進と介護従事者の負担軽減に資
する取組が進められています。

○　都における介護職員数は、
平成29年度には約1万5千人、
平成32年度には約2万3千人、
平成 37 年度には約 3万 6千人
の不足が見込まれます。
○　この需給ギャップを埋める
ためには、平成 37 年度まで毎
年約 2,800 人の介護職員を新
たに掘り起こし、確保する必
要があります。都は、中長期
的な視点で介護人材の確保・
定着・育成対策を総合的に推
進していきます。

介護人材の育成

○　介護従事者のうち、正規職員の離職率は 15.6% と、全産業平均の正規職員の離職率
11.6 % に比べ高く、欠員補充や新規採用者の獲得が困難な状況が生じています。

○　人材が確保されたとしても、他業界からの転職者が多いため、職員の育成を充実させることが重要です。
○　介護サービスを行う事業者は、働いている職員の育成や、早期離職防止・定着促進のための方策を講
じていますが、教育や研修等の時間が十分に取れず、抜本的な解決策にはつながっていません。
○　一方で、介護従事者が現在の仕事を選んだ理由としては、「働きがいのある仕事だと思ったから」が
54.0％、現在の仕事の満足度としては、「仕事の内容・やりがい」が 53.6％と、多くの職員は介護の仕事
にやりがいと誇りを持って働いています 。
○　介護業界は、高齢化社会が到来する中、今後の日本を支える最も重要な産業の一つであるとともに、
今後、ますます発展を遂げる将来性を大いに秘めた成長分野です。
○　こうしたことから、介護の仕事の魅力を介護現場のみならず関係機関が連携しながら社会全体に発信
し、中長期的な視点に立って、地域包括ケアシステムの構築を推進するために不可欠な社会資源である
質の高い介護人材を安定的に確保していくことが必要です。

介護人材の確保と定着

現状と課題

〔介護福祉士〕
○　介護職員に占める介護福祉士の有資格者の割合は、サービス全体で約 5割にとどまっ

ています。
〔社会福祉士〕
○　地域包括支援センターにおける総合的な相談支援、認知症の人に対する権利擁護等、高齢者に対する
相談援助の業務が拡大し、福祉の相談・助言・連絡調整等の専門職である社会福祉士のニーズが高まり
つつあります。

〔介護支援専門員〕
○　高齢者の在宅生活を支えるためには、多様なサービス主体が連携して高齢者を支援できるよう、介護
支援専門員が中核的役割を担い、利用者の自立支援に資するケアマネジメントを適切に行うことが重要
です。
○　特に、今後増大することが見込まれる医療ニーズに応えるためには、医療職との連携に必要な医療的
知識と視点を有し、利用者に対する生活全般を支え、適切なケアマネジメントを実施することができる、
より質の高い介護支援専門員を育成することが求められています。

〔介護職員等〕
○　医療的ケアが必要な要介護高齢者が増加している状況を踏まえ、医療と介護の連携強化を一層推進し
ていくことが必要であり、業務上必要な医療的知識を有する職員を育成し、より安全で質の高いサービ
スの提供を図ることが求められます。

現状と課題

＜移動介助（階段昇降）
の様子＞
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重点分野
⑸　高齢者の住まいの確保

～多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように～
（本文　第2部 第5章　高齢者の住まいの確保）

高齢者向け住宅等の確保・居住支援

○　高齢者が自宅において自立した生活を送ることができるよう、新築住宅のバリアフ
リー化や既存住宅のバリアフリー改修を促進します。

○　高齢者が安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう、都、区市町村、関係団体、民間事業者、
都民等が連携して、民間住宅やまちづくりにおけるバリアフリー化を促進します。
○　自宅等で暮らす高齢者やその家族の不安を軽減するとともに、民間賃貸住宅において、事故やトラブ
ルに対する家主の不安の軽減を図り、高齢者等が円滑に入居できるよう環境整備に取り組みます。

施策の方向 ○　サービス付き高齢者向け住宅の都の登録基準について、国が定める登録基準に加え、
引き続き緊急時対応サービスの実施を条件とします。

○　サービス契約を入居者と交わす際の留意点や提供すべきサービスの内容等について、「高齢者向け住宅
における生活支援サービス提供のあり方指針」に基づき、事業者が提供するサービスの質を担保すると
ともに、高齢者向け住宅で提供されるサービスの内容等を都民により分かりやすいものとしていきます。
○　「サービス付き高齢者向け住宅における医療・介護連携に関するガイドライン」に基づき、サービス
付き高齢者向け住宅ごとの医療・介護との連携の取組等を公表し、医療・介護連携の質の確保と向上を
図ります。

施策の方向

〈コラム〉サービス付き高齢者向け住宅を中心とした地域の拠点づくり
○　都では、高齢者が医療や介護が必要になっても安心して住み続けられる住まいを充実させるため、
医療・介護と連携した良質なサービス付き高齢者向け住宅の普及促進を目指し、併設事業所等の整
備費を一部補助する「東京都医療・介護連携型サービス付き高齢者向け住宅モデル事業」｠を平成
21 年度から平成 26 年度まで実施してきました。 
○　サービス付き高齢者向け住宅が医療・介護事業所等と連携するとともに、地域交流の場を設ける
ことにより、高齢者が、必要な医療・介護等のサービスを受けながら、地域で安心して暮らすこと
ができ、サービス付き高齢者向け住宅が地域包括ケアの理念に沿った地域の拠点づくりに貢献する
ことが可能となります。

〈コラム〉高島平団地における地域医療福祉拠点形成の取組
○　高島平団地では、単身高齢者や要介護者、認知症の人などの急増が予想されることから、いつま
でも安心して住み続けられる住まい・まちづくりが喫緊の課題となっています。
○　ＵＲでは、高齢者の方々が安心して住み続けられる住まいづくりの取組の一つとして、高島平団
地の既存の住棟の中に点在する住宅を住戸単位でＵＲから長期に借り上げ、分散型のサービス付き
高齢者向け住宅として自ら改修し、安定的に運営する事業者を公募し、共同でサービス付き高齢者
向け住宅を開設しました。
○　このサービス付き高齢者向け住宅では、サービス拠点となるフロントに介護の資格を持つ生活
コーディネーターが日中常駐し、生活相談や安否確認、緊急時の対応を行うほか、夜間など突発的
な緊急時には緊急通報装置を使うことにより、提携先の警備会社のスタッフが駆け付けます。また、
元気なときも介護が必要になっても安心して暮らし続けられるよう、地域の医療機関や介護事業者
等と連携し、もしものときのサポートをします。

高齢者向け住宅の質の確保

○　都内の住宅におけるバリアフリー化の状況（手すりがあるなど高齢者等のための設
備の有無）を持ち家・借家別に見ると、借家における高齢者等のための設備の普及割

合は持ち家に比べて低くなっています。
○　高齢化と核家族化の進展による高齢者単独世帯の増加等により、社会や地域とのつながりが希薄に
なってしまう高齢者もいます。そのため、地域から孤立しがちな高齢者に対する見守りや地域における
支え合いの仕組みづくりが必要です。

高齢者のための居住支援

現状と課題

○　サービス付き高齢者向け住宅等を、平成 37 年度末までに 2 万 8 千戸整備することを
目標とします。

○　医療や介護と連携したサービス付き高齢者向け住宅の整備を促進し、高齢者が、医療や介護が必要に
なっても安心して住み続けることのできる住まいの充実を図っていきます。
○　高齢者が、適切な負担により、医療や介護を要する状態になっても安心して暮らすことができる住ま
いの、民間事業者による供給促進を図っていきます。
○　高齢者など住宅確保要配慮者向け住宅への改修などに係る費用の助成等により、区市町村が行う空き
家の利活用を支援します。

施策の方向

○　高齢者のための住まいの確保は、地域包括ケアシステムを構築する上での基本です。
今後の住まいの整備に当たっては、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、

居住空間の質の確保に加え、生活支援や介護・医療等のサービスの確保についても一体的に考えていく
必要があります。
○　高齢者単独・夫婦のみ世帯が急激に増加している現状を踏まえ、引き続きサービス付き高齢者向け住
宅等の供給促進が求められています。
○　民間事業者等において、高齢者が多様な居住者とのふれあいや地域とのつながりを実感できる住宅を
整備する動きが見られます。こうした動きを取り入れ、普及を図っていくことが、高齢者のニーズに対
応した多様なサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進していく上で求められています。

高齢者向け住宅の供給促進

現状と課題

○　サービス付き高齢者向け住宅は、高齢者の居住の安定確保に関する法律では、状況
把握（安否確認）などの生活支援サービスの提供が必須とされていますが、緊急時対

応サービスは必須とされていません。
○　高齢者向け住宅では、生活支援サービスとして、食事、入浴の介助など介護サービスを提供するもの
も見られますが、住宅におけるサービスや外部の医療・介護サービスなど、提供されるサービスの違い
が入居者にとって分かりづらい、サービスの選択の自由が十分に確保されていない、という状況が一部
に見受けられます。

現状と課題

＜サービス付き高齢者向け住宅等の整備目標＞

【現状】
平成27年 3月 1日時点

15,886 戸

【目標】
平成37年度末
2万 8千戸
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通院の送迎

浴室の掃除

食事の支度

洗濯、ふとん干し

エアコンの掃除

粗大ゴミの搬出

買い物の付き添い

照明器具の交換・掃除
トイレの掃除

網戸洗い
ガラス拭き

子どもや高齢者
の見守り

庭の掃除・除草

重点分野
⑹　介護予防の推進と支え合う地域づくり
～「支えられる存在」から「地域を自ら支える存在」へ～

（本文　第2部 第6章　介護予防の推進と支え合う地域づくり）

地域包括支援センターの機能強化

介護予防・日常生活支援総合事業への円滑な移行

○　地域包括支援センターの機能強化を図るため、初任及び現任の職員向けの研修を実
施していきます。

○　都内における地域包括支援センターの現状と課題を把握するとともに、地域包括支援センターの機能
強化や体制整備に資する施策を展開し、区市町村を支援していきます。

施策の方向

○　地域における「互助」の機能を高め、地域住民が主体となって一人暮らし高齢者等
を見守り、支え合う仕組みづくりを進めます。

○　高齢者の孤立化や閉じこもり防止のため、気軽に立ち寄り、参加できるサロンの整備を支援するなど
「地域における居場所づくり」に取り組みます。
○　区市町村が地域の住民ボランティアを育成し、関係機関等からなる支援ネットワーク、高齢者の見守
り等に活用する取組を支援していきます。
○　高齢者が多く住んでいる共同住宅や大規模集合住宅団地において、住民の力や民間活力との連携によ
る見守りの仕組みづくりを進めていきます。

施策の方向

〈コラム〉シルバー人材センターの取組
○　シルバー人材センタ―は、区市町村ごとに設置され企
業や家庭、公共団体などから、高齢者にふさわしい仕事
を引き受け、センターの会員に仕事を提供しています。
○　センターの仕事の中でも、福祉・家事援助サービス
事業は、地域ニーズの拡大に伴い、実績を年々伸ばし
ています。この事業は主に家庭から家事や育児に関す
る仕事の依頼を受けて、センターに登録する会員が
サービスを提供するものです。
○　具体的なサービス内容としては、掃除、洗濯、買い物、
料理、高齢者の病院等への付き添いなどがあります。

見守りネットワークの構築と安全・安心に暮らせる体制の整備
○　地域包括支援センターは設置から 9 年が経過していますが、介護予防ケアマネジメ
ント業務の負担が大きいこと、職員一人当たりの業務量が非常に多いことなどの運営

上の課題や、総合相談業務や地域のネットワーク構築に十分に取り組めていないこと、医療機関や地域
のインフォーマルサービスとの連携が進んでいないことなどの業務上の課題を抱えています。
○　地域包括支援センターが直面している課題を解決し、地域支援事業の充実に対応するためにはセン
ターの機能を高めていく必要があります。そのためには、適切な人員体制の確保や財源措置、センター
間の役割分担・連携の強化、設置主体である区市町村によるセンターの運営方針の設定、運営や活動状
況の点検・評価などの行政と一体となった効果的なセンター運営が求められています。

現状と課題

○　予防給付（訪問介護・通所介護）の地域支援事業への円滑な移行と、元気高齢者と
二次予防事業対象者を一体的に支援する総合事業の適切な実施に向けて、区市町村の

介護予防機能の強化に資する支援を行います。
○　効果的・効率的な介護予防を推進するため、地域においてリハビリテーション専門職を活用した高齢
者の自立支援に資する取組を支援します。また、区市町村が、高齢者のニーズに合った魅力あるプログ
ラムを開発するとともに、より効果的・効率的な介護予防事業を実施できるように、「東京都介護予防
推進会議」において区市町村への情報提供や支援を行います。

施策の方向

○　平成 27 年 4 月の介護保険制度改正では、総合事業を、予防給付（訪問介護・通所介護）
の地域支援事業への移行と生活支援サービスの充実を主な内容とする「介護予防・生

活支援サービス事業」と、元気高齢者と二次予防事業対象者を一体的に支援する「一般介護予防事業」
の二つの事業で構成する形に発展的に見直し、平成 29 年 4 月までに全ての区市町村で実施することが
義務付けられました。

介護予防の推進

現状と課題

就業・起業の支援

○　東京しごとセンターにおいて、就業相談等の様々な事業を実施するとともに、就業
を希望する高齢者が 65 歳を超えても働くことができるように、多様な就業ニーズに即

した支援を展開していきます。
○　身近な地域での高齢者の社会参加を促進するため、シルバー人材センター事業等を通じて、高齢者の
就業を支援していきます。

施策の方向

○　少子高齢化の急激な進行に伴い、本格的な人口減少社会が到来し、労働力人口につ
いても今後減少する見通しとなっています。こうした中で、社会の活力を維持してい

くためには、意欲と能力のある高齢者が社会で活躍できるような仕組みづくりが不可欠です。

現状と課題

家族や地域が高齢者を支えることができる環境づくり

○　高齢者を支える家族が、仕事と介護の両立などワークライフバランスを実現できる
よう、ワークライフバランスの推進に向けた社会的機運の醸成や企業の雇用環境整備

への支援を進めます。
○　介護従事者が働き続けられるよう相談支援の体制や、再就職できる体制を整備します。

施策の方向

○　高齢者の介護に従事する家族には世帯を支える働き盛りの人も多く、介護を理由に
やむを得ず離職することは、家族にとっても社会にとっても大きな損失です。介護と

仕事の両立など、高齢者を支える家族のワークライフバランスの推進が重要です。

現状と課題
○　「団塊の世代」をはじめとする元気な高齢者を生活支援サービスの担い手と位置付け、
高齢者の活動の場をつくり、生活支援サービスの充実と介護予防の両立を図る区市町

村の取組を支援します。
○　生活支援コーディネーター養成研修事業の実施により、区市町村において生活支援コーディネーター
を適切に配置できるように支援します。
○　東京の強みである活発な企業活動等を生かし、企業やＮＰＯ等の行う地域貢献活動と、生活支援・見
守り等の多様な地域社会ニーズとのマッチングを図ることにより、地域包括ケアシステムの構築を支援
します。

施策の方向

○　生活支援サービスは、ボランティア、ＮＰＯ、民間事業者、社会福祉法人、協同組合
など地域の様々な主体から提供されるものであり、高齢者の多様な生活支援ニーズに

応える柔軟なサービスとして、総合事業においても重要な位置付けとなっています。
○　今後、生活支援サービスの担い手として大きく期待されるのは、「団塊の世代」をはじめとする元気
な高齢者です。地域で社会的な役割を持って活動することは、高齢者自身の介護予防にもつながります。

生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加

現状と課題

○　かつて地域社会には、住民同士の助け合いが多く見られましたが、都市化の進展に
より、地域における「互助」の機能が低下してきています。現状と課題

＜引き受けている仕事の具体例＞
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